
様式第４０号　別紙様式３－１

法人名　  社会医療法人　正和会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　  秋田県潟上市昭和大久保字街道下９２番地１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

 １ 有 形 固 定 資 産

 ２ 無 形 固 定 資 産

その他の無形固定資産

 ３ そ の 他 の 資 産

設 立 等 積 立 金

繰 越 利 益 積 立 金

144,851

1,168

559,632

277,533

1,745,685

481,821

371,599

122

144,851

2,930

220,264

科　　　目 科　　　目金　　　額

1,126,745Ⅰ　流　動　資　産

40,000

建 物 附 属 設 備

有 価 証 券

代 替 基 金

Ⅰ　積　立　金

5,041

1,504

1,877491 未 払 消 費 税 等

その他の流動資産

Ⅱ　固　定　資　産

4,080

18,562

建 物

構 築 物

資　産　合　計 3,327,723

長 期 貸 付 金

　奨学長期貸付金

生 命 保 険 積 立 金

その他の固定資産 815

長 期 借 入 金

225,811

7,967

純 資 産 の 部

5,037

科　　　目 金　　　額

2,063,218

3,327,723

Ⅰ　流　動　負　債

買 掛 金

短 期 借 入 金

負　債　合　計

未 払 法 人 税 等

1,264,505

負債・純資産合計

金　　　額

89,303

40,545

13,956

2,200,978 481,821

Ⅱ　固　定　負　債

690,000

一 括 償 却 資 産

建 設 仮 勘 定

ソ フ ト ウ ェ ア

車 両 及 び 船 舶

器 具 備 品

※医療法人整理番号

563,912

526,766

31,496

782,684

（令和　4年　3月 31日現在）

貸 借 対 照 表

1,821,412

962,244

2,063,218

資　産　の　部 負　債　の　部

現 金 及 び 預 金

事 業 未 収 金

た な 卸 資 産

前 払 費 用

純 資 産 合 計

土 地



様式第４０号　別紙様式４－１

法人名　  社会医療法人　正和会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　  秋田県潟上市昭和大久保字街道下９２番地１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　本来業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

(１)事　　業　　費

(２)本　　部　　費

Ｂ　附帯業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ⅱ　事 業 外 収 益

Ⅲ　事 業 外 費 用

Ⅴ　特　別　損　失

15,184

3,032,742

65,895

本来業務事業利益

附帯業務事業利益

54,065

84,50184,493

119,960

2,802,648

176,029

固 定 資 産 圧 縮 損

事 業 利 益

その他の事業外費用

※医療法人整理番号

損 益 計 算 書

（自　令和　3年　4月　1日　　至　令和　4年　3月31日）

2,978,677

金　　　　　　額

経 常 利 益

科　　　　　　　　　　目

支 払 利 息

受 取 利 息

その他の事業外収益

31,844

692,437

626,542

8

189,277

14

15,170

131,512当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税

157,433

25,921



重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記(令和4年3月) 

 

１ 継続事業の前提に関する事項 

 

該当なし。 

 

２ 資産の評価基準及び評価方法 

 

    棚卸資産について最終仕入原価法により計上されている。 

    有価証券及び土地について取得価額により計上されている。 

 

３ 固定資産の減価償却の方法 

 

    建物および無形固定資産については定額法、それ以外については定率法により 

    減価償却を実施している。 

 

４ 引当金の計上基準 

 

    該当なし 

 

５ 消費税及び地方消費税の会計処理の方法 

 

    税込経理により会計処理されている。 

 

６ その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項 

 

    『良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一部を改正する法律 

    (平成１８年法律第８４号)附則第１０条の３第１項』の規定に基づき令和元年 

１１月２５日に「特分の定めのない医療法人への移行計画」を認定され、令和 

２年１２月１４日の定款の認可により特分の定めのない医療法人となった。 

 

 

７ 重要な会計方針を変更した旨等 

    

 該当なし。 

 



８ 資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状

況に関する事項 

     

該当なし。 

 

９  担保に供されている資産に関する事項 

担保に供されている資産は以下のとおりである。(単位:円) 

 

         土 地                     371,793,407 

         建 物                          885,087,244 

 

合 計                       1,256,880,651 

 

 

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。(単位:円) 

 

設備資金借入(1年以内返済予定額含む)   481,821,269 

当座貸越借入                           690,000,000 

 

１０ 法第５１条第１項に規定する関係事業者に関する事項 

 

     該当なし。 

 

１１ 重要な偶発債務に関する事項 

 

     該当なし。 

 

１２ 重要な後発事象に関する事項 

 

     該当なし。 

 

１３ その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項 

 

     該当なし。 


